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【要旨】　石川県は，収穫期に達している森林資源の適正な活用や林業従事者の高齢化や減少，気候変動による森

林災害の多発・激甚化などの課題を解決するため，スマート林業の取り組みを進めている．その一環として，

UAV や AI などの技術を活用した森林調査業務の効率化を図っている．� �

　具体的には，UAV による森林調査の研修・指導，AI による森林境界明確化支援，UAV フォトグラメトリによ

る森林資源量推定，全天球カメラによる森林資源特性値推定のような取り組みが行われている．� �

　これらの取り組みにより，森林調査業務の省力化・効率化を図り，林業現場の担い手不足の解消や，森林資源

の適正な活用に貢献することを目指している．� �

　また，UAV フォトグラメトリの成果物等には，個人情報やプライバシー情報が含まれる可能性があることから，

その取扱いには十分留意する必要がある．
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【Abstract】 Ishikawa Prefecture is promoting smart forestry initiatives to resolve issues such as the aging and 

decreasing number of forestry workers and the increasing frequency and severity of forest disasters due to climate 

change.　As part of this effort, we are working to improve the efficiency of forest survey operations using technologies 

such as UAV and AI.  

　Specifically, initiatives include training and guidance on forest surveys using UAVs, support for clarifying forest 

boundaries using AI, estimation of forest resource amounts using UAV photogrammetry, and estimation of forest 

resource characteristic values using spherical cameras.　  

　Through these efforts, we aim to save labor and improve efficiency in forest survey operations, alleviate the shortage 

of forestry workers, and contribute to the appropriate use of forest resources.  

　Additionally, UAV photogrammetry products may contain personal information and privacy information, so care must 

be taken when handling them.
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1.　はじめに

我が国の人工林面積の半数に相当する 510万 ha

は収穫期に達しており，その適正な活用が求められ
ている一方，林業従事者の高齢化や減少が進んでお

り，林業現場の担い手不足が深刻化している．また，
近年の気候変動の影響により，山地災害の多発・激
甚化も進んでおり，林業や森林管理のための調査業
務の効率化・迅速化が，強く求められている（林野
庁 2023）．
このような中，石川県農林総合研究センター林業
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試験場は，上記課題の解決を目指す「スマート林業」
の取り組みの一環として，いくつかの関係機関と連
携し，林業分野での調査業務の効率化を進めるため
の，WWWブラウザを介して利用するアプリケー
ションソフトウェア（以下，Webアプリ）の開発
等を進めているところである（矢田ほか 2021）．
上記Webアプリは，森林画像の分析・見積書類
作成等の業務をリモート環境で実施可能とすること
を目指している．本取り組みにおける，立場が異な
る複数のアクターが連携しつつ，スマート機器等を
利用して取得した情報を，AI等の新たなしくみも
活用しつつリモート環境にて分析するアプローチ
は，近年の市民科学のアプローチにも共通する要素
が多いものと考えられる．
以上のことから本稿では，石川県において取り組
んできた上記の取り組み内容を，市民科学との共通
点を念頭に置きつつご紹介したい．本稿が，市民科
学を対象とした知財研究の参考になれば幸いであ
る．

2.　UAVの森林調査業務への活用

現在，森林調査用途におけるリモートセンシング
技術としては，有人航空機によるレーザ計測（以下，
航空レーザ測量）が広く行われているほか，最近で
は小型無人機（ドローン，以下 UAV）により連続
撮影した画像から写真地図画像（以下，UAVオル
ソ画像）や 3Dデータを作成する技術（以下，UAV

フォトグラメトリ）と，それらを活用して森林資源
量を推定する技術が，普及しつつある．航空レーザ
測量の成果についてはオープンデータ化の動きが進
みつつあり，静岡県では 2017年から，また今年度
から栃木県，兵庫県，高知県の森林の 3次元データ
や資源量情報が公開されており，広い分野での活用
が期待されている（林野庁計画課 2023）．一方，
UAVフォトグラメトリに基づく森林調査について
は，航空測量の専門知識や高価な設備を持たない林
業事業体等においても導入・運用が可能な技術であ
ることが大きな魅力であり，上記航空レーザ測量成
果のオープンデータとともに，今後市民科学におい
ても活用されていくものと考えられる．

UAVフォトグラメトリ調査は，①飛行計画の作
成　②空撮の実施　③成果の加工　の 3工程により
実施される．石川県では，2018年から上記工程（特
に①および②）を実務で使える UAV操縦技術者の
養成を目的とした研修事業を行ってきた．㈱小松製
作所（以下，コマツ）および関係会社，いしかわス
マート林業推進協議会と連携して検討を重ね，UAV

森林調査に特化した研修を実施している．研修は 1

年を 1期とし，現在は座学および実技研修を 4日間，
また実際の事業予定地等における実地研修を 4日
間，合計 8日間の研修を実施している（図 1）．なお，
この研修の修了者を対象としたフォローアップ研修
も実施しており，林業事業体が主体となって，森林
ならではの運用上の留意点を十分理解したうえで，
UAV森林調査を実施できるようにするための支援
体制をとっている（矢田 2022）．
なお，UAV運用に関する規制緩和等の動きは目

まぐるしく，最近では機上カメラの活用等により飛
行範囲の監視等を行う補助者の配置等が不要になる
「レベル 3.5」の新設についての発表があった（国土
交通省航空局 2023）．このことで，森林地帯におけ
る UAV調査業務の大幅な効率化も期待されるとこ
ろだが，毎年何回か発表されるこのような各種規制
の変更に即応しつつ，人材育成等の取り組みを適切
に進めていく必要がある．

3.　森林調査業務の省力化に向けたAI 等高
度情報処理技術の活用

森林における収穫作業を行う上での大前提となる
「森林境界明確化」（林野庁森林利用課 2023）業務
の重要な手がかりのひとつとして，森林を構成する
樹種の境界（以下，樹種界）がある．この樹種界を
得るために，従来のオルソ画像よりはるかに解像度
が高い UAVオルソ画像が有効であると考えられる
が，その判読作業には専門的知識や経験，そして相
応の作業時間が必要となる．そこで，AI（深層学習）
による判読工程等を組み込んだ森林境界明確化支援
等を行うWebアプリ（WoodRepo，図 2）を開発す
るため，金沢工業大学や金沢市のソフトウェア開発
企業である㈱エイブルコンピュータ，石川県森林組
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合連合会を構成員とするコンソーシアムによる取り
組みを行っている（矢田ほか 2021）．
また，UAVフォトグラメトリの成果を用いた森
林資源情報を得るためのシステム開発についてはコ
マツと共同で取り組み，Webアプリ（Forest Scope，
矢田 2022）をリリースしているが，上空からの取
得情報では，肝心の収穫物（樹幹）を直接計測する
ことができないことから，用途や販売価格を予測す

るために必要不可欠となる樹幹の通直性等の評価
は，別途林内にて行う必要があった．そこで，全天
球カメラ（360°カメラ）を用いた地上からの森林
資源調査の手法についても，上記コンソーシアムの
枠組みにより，研究開発を行っている．具体的には，
林内全天球画像から立木の等級区分・樹高・材積・
胸高直径などの森林資源の特性値（以下，森林資源
特性値）を推定する AIの開発等を行っている．全

図1　林内作業道を利用したドローン運用の研修
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天球画像を林内にて約 30 m間隔で撮影し，その画
像を AIにて処理することで，その森林の資源価値
を推定する機能と，その情報をもとにした事業実施
内容や収支見積の検討・提案に必要な機能を，前述
のWebアプリ（WoodRepo）に実装することを目指
している．
全天球カメラは，一般向け普及機種の場合 5万円
以下で購入でき，調査法も上述のとおり非常にシン
プルであるため，森林調査の経験がほとんどない初
心者でも森林資源特性値の調査が可能になると考え
られるほか，森林資源特性値の把握のみならず，林
内の光環境や下層植生量，地表の状態など，森林の
環境保全機能の指標として有効な各種情報を得るこ
とも可能であると考えられる．また，その林内全天
球画像の取得にも UAVを活用することで，更なる
省力化を目指した検討も進めている（図 3）．
今回紹介したようなWebアプリは，インターネッ
トに接続できればどこでも使えるため，コロナ禍で
普及したテレワークにも対応できるシステムであ
る．AIなどの高度な情報処理技術を活用すること
で，業務を実施できる場所の選択肢が広がり，労働
力確保の呼び水にもなると考えられる一方，（航空

レーザ測量の成果等も含む）広義の AIにより処理
された結果については，その精度や特性に配慮した
取り扱いを心掛ける必要があり，使用者が AIリテ
ラシー（髙谷 2021）を身に着けることが重要であ
ると考えている．

図2　森林調査支援Webアプリ～WoodRepo

図 3　全天球カメラを取り付けて林内を飛行する小型UAV
（メーカー非純正のカメラ装着等を行う場合，機体登
録情報の変更手続きが必要）
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4.　関連分野のガイドライン

「地理空間情報の活用における個人情報の取扱い
に関するガイドライン」（内閣官房地理空間情報活
用推進室 2023）には，行政機関等が取得・管理す
る空中写真や点群データ等を含む地理空間情報につ
いて，個人情報保護の観点から，その取扱いに関す
る留意点が定められている．行政機関以外の者が森
林等において UAVフォトグラメトリの成果物を取
得・活用する場合にも，その成果物の解像度が非常
に高く，また AI等の活用により更なる高付加価値
化が想定されることも踏まえ，また個人情報のみな
らずプライバシー保護の観点等からも，その取扱い
には十分注意する必要があると考える．また，スマー
ト農業の普及に向けた「農業分野における AI・デー
タに関する契約ガイドライン」（農林水産省輸出・
国際局知的財産課 2020）においては，「農業者が安
心してデータを提供できる環境を整備し，農業分野
におけるビッグデータや AIの利活用を促進する」
ための契約の考え方等がとりまとめられている．ス
マート林業の普及・発展のためにも，同様な観点か
ら，森林所有者に対する権利侵害を防ぎつつ，ビッ
グデータの活用を推進するための指針が必要かも知
れない．
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